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50才代 1 1名 (32.4%) 
60才代以上 9名 (26.55的
b)業務地域
愛知県 1 4名 (41.2%) 
愛知県とその近県 8名 (23.5%) 
その他の県 8名 (23.5%) 
不明 4名(11.75約
c)設計担当職員数
5人以下 1 2名 (35.3%) 
6-10人 8名 (23.55的
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非を事支業持者す説る 5 (35.1%) 3 (37.5%) 4 (50.0%) 
業現さ者状れでは事な
てとみも仕 6 (42.9%) 。 3 (37.5%) 
方ない
その他 2(14.3%) 2 (25.0%) 
無回答 1(7.1%) 3 (37.5%) 1 (12.5%) 









非事業者説を支持する 5 (41. 7%) 2 (25.0%) 2 (25.0%) 
現状では事業
者とみなされ 2(16.65的 5(62.5%) 2 (25.0%) 
ても仕方ない
その他 3(25.0%) 1 (12. 5%) 1 (12.5%) 
無回答 2(16.7%) 0 3 (37.55ぢ)
計 12(100%) 8 (100%) 8 (1005的
6 -10人程度の職員を有する設計事務所では，現状で
は事業者とみなされても仕方がないとみている乙とに注
目した.
4. おわりに
建築家の非事業者説については，現状では事業者とみ
なされても仕方がないと恩われる要素もあるが，対象と
なった建築家の多くは「報酬の多少で設計@監理の質や
量を加減する乙とは出来なく，常に一定の設計密度と精
度を維持しなければならないJといった非事業者説を持
つ傾向がわかった.
また，報酬の決定方法については，報酬の競争をさけ，
国・建築主側代表・建築家代表の三者による話し合いに
委ねる者が多く見られた。
建築設計評価の要因については，発注者側の考え方と
あまり違いが見られなく「機能性Jr施主の考えの反映」
「経済性Jrデザイン」を上げる者が多く，発注者側の
評価と関係を持っていると思われた.
